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９、取組みの体制
　　（９ページ表）

就業・生活支援センター「ちどり」
障害者生活支援センター「咲」
地域活動支援センター「みどり」

就業・生活支援センターちどり
障害者生活支援センター咲
地域活動支援センターみどり

理　由 固有名詞にカッコを付け表記するため。

3

２、古賀市の障がい者の状
況
　　（３ページグラフ）

■精神■療育（知的）■身体 ■精神■知的（療育）■身体

理　由 手帳の種類に統一するため。

1
目次

※注意事項
紙面上、「障害」と「障がい」が混在しているのは、法令や法令上の規定、固有名
詞については「障害」を使用しているためです。

※注意事項
紙面上、「障害」と「障がい」が混在しているのは、法律上の固有名詞については
「障害」を使用しているためです。

理　由 第４次古賀市総合振興計画の表記内容に合わせるため。

2

１、計画の位置づけ
　　（１ページ７行目）

障害者福祉プラン・こが
　　・障害者基本法第１１条第３項に基づく計画
　　・ 計画の内容：基本理念、基本方針、施策の方向性、重点施策
　　※他分野にわたる計画として古賀市総合振興計画と整合を図った計画

障害者福祉プラン・こが
　　・障害者基本法第９条第３項に基づく計画
　　・ 計画の内容：基本理念、基本方針、施策の方向性、重点施策
　　※他分野にわたる計画として古賀市総合振興計画と整合性を図った計画

理　由 引用部分である障害者基本法改正に伴い、条項を修正するもの。

第３期古賀市障害福祉計画（案）　パブリック・コメント実施後の修正箇所

パブリック・コメント実施後 パブリック・コメント実施前

5

理　由

５、取組みの体制
　　（９ページ１０行目）

　障害者地域支援ネットワーク協議会を中心に関係機関等との連携を一層強化
していくことで、障がいがあっても、地域で生きがいを持って暮らせるよう、安全で
安心して生活できる環境を築いていきます。

　障害者地域支援ネットワーク協議会を中心に関係機関等との連携を一層強化
していくことで、障がいがあっても、地域で普通に暮らせるよう、安全で安心して
生活できる環境を築いていきます。

「障害者福祉プラン・こが」の表記内容に合わせるため。

4

※障害福祉サービスの概要
（参考）
　（８ページ２１行目）

コミュニケーション支援事業
聴覚等の障がいのため、意思疎通を図ることに支障がある人に、手話通訳の派
遣を行います。

コミュニケーション支援事業
聴覚等の障がいのため、意思疎通を図ることに支障がある人に、手話通釈の派
遣を行います。

理　由 漢字表記誤りにより訂正。



パブリック・コメントの実施結果について  

平成２４年４月２日  

古賀市福祉課  

（障害者福祉係）  

 

パブリック・コメント手続きを実施した結果について、古賀市パブリック・

コメント手続実施要綱（平成２０年３月告示第２０号）第１１条第１項の規定

に基づき、次のとおり公表します。  

 

(1)政策等の題名  第３期古賀市障害福祉計画（案）  

(2)パブリック・コメント手続の実施期間 

（政策等の案の公表日） 

平成２４年３月１日から３月３０日まで 

（平成２４年３月１日） 

(3)提出意見等  ありませんでした。  

(4)政策等の案からの変更点及び理由  別紙のとおり  

 

 

本件に関するお問い合わせ先  

古賀市福祉課  障害者福祉係（電話０９２－９４２－１１５０）  
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１、計画の位置づけ 

 

  ●古賀市障害福祉計画とは 

   古賀市の障がい者施策にかかる基本的方針を定めた『障害者福祉プラン・こが』

の方針を踏まえ、具体的な障害福祉サービスの量を見込み、その提供体制につい

ての計画をしたものが『古賀市障害福祉計画』です。 

 

  ●『障害者福祉プラン・こが』と『古賀市障害福祉計画』の関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ●計画期間 

 

 １７ １８ １９ ２０ ２１ ２２ ２３ ２４ ２５ ２６ 

障
害
者
基
本
法 

          

障
害
者
自
立
支
援
法 

          

     

障害者福祉プラン・こが 

・ 障害者基本法第１１条第３項に基づく計画 
・ 計画の内容：基本理念、基本方針、施策の方向性、重点施策 
  ※他分野にわたる計画として古賀市総合振興計画と整合を図った計画 

古賀市障害福祉計画 

・ 障害者自立支援法第８８条に基づく計画 
・ 計画の内容：障害福祉サービスの具体的目標 

※ 福祉サービスの必要量の見込み 
※ サービス確保の方策等に関する計画 

障害者福祉プラン・こが 

Ｈ１７～Ｈ２１ 

 

第２期障害者福祉プラン・こが 

Ｈ２２～Ｈ２６ 

 
 

古賀市障害福祉計画 

Ｈ１８～Ｈ２０ 

 

第２期古賀市障害福祉計画 

Ｈ２１～Ｈ２３ 

 

第３期古賀市障害福祉計画 

Ｈ２４～Ｈ２６ 
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●障害者自立支援法の改正と今後の動向 

   平成 22 年 12 月「障がい者制度改革推進本部等における検討を踏まえて障害者

保健福祉施策を見直すまでの間において障害者等の地域生活を支援するための関

係法律の整備に関する法律」が公布されました。この整備法によって利用者負担

の見直し、障害者の範囲の見直し、相談支援の充実、障害児支援の強化など障害

者自立支援法の一部が改正されました。 

また、国は平成 25 年 8月までに障害者自立支援法を廃止し、制度の谷間のない

支援の提供、個々のニーズに基づいた地域生活支援体系の整備を内容とする障害

者総合福祉法（仮称）の制定を目指すこととし、平成 23 年 8月に、内閣府の障が

い者制度改革推進会議総合福祉部会において新たな法制度の骨格提言がなされま

した。 

その後、平成 24 年 2 月に厚生労働省から障害者自立支援法の改正案が示され、

今後、国会に改正案が提出される予定になっています。 
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２、古賀市の障がい者の状況 

●障がい者数の推移 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

平成18年 平成19年 平成20年 平成21年 平成22年

所
持
者
数

障害者手帳の所持者数

精神

療育（知的）

身体

 

障害者手帳所持者数は、各障がいとも増加傾向にあります。身体障害者手帳は

所持者の 64％が 65 歳以上の高齢者となっています。療育手帳は、19 歳以下の所

持者数が増加しています。精神障害者保健福祉手帳については、20歳～64歳の所

持者数が増加しています。 

 

年齢構成別の推移 

（身体障害者手帳） 

区  分 平成 18年度 平成 19年度 平成 20年度 平成 21年度 平成 22年度 

0～19歳 52 53 54 53 47 

20～64歳 713 695 696 690 670 

65歳以上 1,079 1,122 1,156 1,191 1,273 

合  計 1,844 1,870 1,906 1,934 1,990 

 

 （療育手帳） 

区  分 平成 18年度 平成 19年度 平成 20年度 平成 21年度 平成 22年度 

0～19歳 91 95 97 108 71 

20～64歳 165 169 178 188 217 

65歳以上 17 17 16 13 13 

合  計 273 281 291 309 301 

 

 （精神保健福祉手帳） 

区  分 平成 18年度 平成 19年度 平成 20年度 平成 21年度 平成 22年度 

0～19歳 5 6 7 7 10 

20～64歳 122 152 164 186 213 

65歳以上 27 21 25 29 20 

合  計 154 179 196 222 243 
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３、第３期障害福祉計画におけるサービス見込み量について 

 平成 21 年度から平成 23 年度までの実績を踏まえ、平成 26 年度までの障害福祉サ

ービスの見込み量を設定します。 
 

・障害福祉サービス事業の見込み量 

 サービス名 単 位 
平成２３年度 

（実績見込み） 
平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

居宅介護等 時間分      839 1,097 1,131 1,165 

    （利用者数：人） 48 61 63 65 

  居宅介護 時間分      737 756 776 796 

  重度訪問介護 時間分      0 75 75 75 

  同行援護 時間分      102 116 130 144 

  行動援護 時間分      0 50 50 50 

  重度障害者等包括支援 時間分      0 100 100 100 

生活介護 人日分         2,116 2,185 2,254 2,323 

    （利用者数：人） 92 95 98 101 

自立訓練（機能訓練） 人日分         115 69 115 115 

    （利用者数：人） 5 3 5 5 

自立訓練（生活訓練） 人日分         161 184 92 92 

    （利用者数：人） 7 8 4 4 

就労移行支援   人日分         506 575 575 713 

    （利用者数：人） 22 25 25 31 

就労継続支援（Ａ型） 人日分         46 230 253 299 

    （利用者数：人） 2 10 11 13 

就労継続支援（B 型） 人日分         709 1,265 1,679 1,771 

    （利用者数：人） 49 55 73 77 

療養介護   人 0 7 7 8 

短期入所   人日分         67 69 71 73 

    （利用者数：人） 34 35 36 37 

共同生活援助等 人 15 16 17 18 

  共同生活介護 人 9 10 11 11 

  共同生活援助 人 6 6 6 7 

施設入所支援 人      70 69 68 67 

相談支援 人  302  315 332 

  計画相談支援 人  255 266 281 

  地域移行支援 人  35 36 37 

  地域定着支援 人  12 13 14 

「時間分」…月間のサービス提供時間 
「人日分」…「月間の利用人員（実人員）」×「一人一月当たりの平均利用日数」 
「人分」  …月間の利用人員（実人員） 
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・ 地域生活支援事業の見込み量 

サービス名 単 位 
平成２３年度 

（実績見込み） 
平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

相談支援 件 63 69 76 84 

コミュニケーション支援 （利用者数：人） 8 8  8 8 

日常生活用具給付 件 885 900 923 946 

移動支援 
実施箇所数 21 21  21 21 

（利用者数：人） 35 36  37 38 

地域活動支援センター 
実施箇所数 3 3  3 3 

（利用者数：人） 7 ７ ７ ７ 

日中一時支援 

実施箇所数 22 22  22 22 

（利用者数：人） 57 58  60 62 

 

※平成 25 年に予定されている法改正を踏まえて見込み量は設定しておりません。今

後の国の動向により、見直しを行う場合があります。 
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４、計画の数値目標の設定 

 国の基本指針に定められた数値目標について、古賀市の考え方を示します。 
 
 
１．施設入所者の地域生活への移行 
 
【国の基本指針】 
①平成 17 年 10 月 1 日時点の施設入所者数（A 欄）のうち３割以上を地域移行する

こと。 
②平成 17 年 10 月 1 日時点の施設入所者数（A 欄）から１割以上削減すること。 

 
【古賀市の考え方】 
施設入所支援サービスの利用者については、障がい者本人、その家族の意向を考慮

しながら、グループホームやケアホームへの移行を進めていきます。しかし、施設入

所支援サービスは必要な方への対応は引き続き実施すべきであることから、平成 26
年度末の入所者数は平成 17 年 10 月 1 日時点の入所者数を据え置くこととします。 

 
項 目 数 値 備 考 

入所者数（A） 67 人 平成 17 年 10 月 1 日の施設入所者数 
目標年度の入所者数（B） 67 人 平成 26 年度末時点の利用人数 
【目標値】削減見込（A－B） 0 人 差引減少見込み数 

0 ％ 
【目標値】地域生活移行者数 7 人 施設入所から GH・CH 等へ移行した者の数 

 
 
 
２．福祉施設から一般就労への移行 
 
【国の基本指針】 
平成 17 年度の一般就労への移行実績の 4 倍以上とする。 

 
【古賀市の考え方】 
平成 17 年度の一般就労者数が 0 人であるため、近年の実績から目標となる数値を

設定します。就業・生活支援センター、相談支援事業所との連携を深めていくことで、

期待値として 4 名を設定 
 

項 目 数 値 備 考 
平成 17 年度の一般就労移行者数 0 人 平成 17 年度において福祉施設を退所し、一般

就労した者の数 

【目標値】平成 26 年度の一般就労移

行者数 
4 人 平成 26 年度において福祉施設を退所し、一般

就労する者の数 －倍 
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３．就労移行支援事業の利用者数 

 
【国の基本指針】 
就労移行支援事業の利用者数は福祉施設利用者数の２割以上とする。 
 

【古賀市の考え方】 
特別支援学校の卒業生等、毎年新規の利用者を見込むが、就労移行支援事業が有期

のサービスであること、一般就労へ繋がることを期待して利用者数を設定。 
 

項 目 数 値 備 考 
平成 26 年度末の福祉施設利用者数 231 人 平成 26 年度末において福祉施設を利用する者

の数 

【目標値】平成 26 年度末の就労移行

支援事業の利用者数 
31 人 平成 26 年度末において就労移行支援事業を利

用する者の数 
13 ％ 

 
 
 
４ 就労継続支援（A 型）事業利用者の割合 
 
【国の基本指針】 
就労継続支援事業のうち、A 型事業利用者の割合を３割とする。 

 
【古賀市の考え方】 
障がい者の就労については、引き続き促進していきます。その中で、A 型事業所の

対象者となる方についても、一般就労に結びつけられるように努力していきます。 
そのため、本市においては国の基本指針より低い目標数値としています。 
 

項 目 数 値 備 考 
平成 26 年度末の就労継続支援（A 型）事

業の利用者（A） 
13 人 平成 26 年度末時点の利用人数 

平成 26 年度末の就労継続支援（B 型）事

業の利用者（B） 
77 人 平成 26 年度末時点の利用人数 

平成 26 年度末の就労継続支援（A 型+B
型）事業の利用者（C） 

90 人 平成 26 年度末において就労継続支援事業

（Ａ型+Ｂ型）の利用人数 

【目標値】平成 26 年度末の就労継続支援

（A 型）事業の利用者の割合 
（A）/（C） 

14％ 平成 26 年度末において就労継続支援（A 型

＋B 型）事業を利用する者のうち、就労継続

支援（A 型）事業を利用する者の割合 
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※障害福祉サービスの概要（参考） 
サービス名 サービス内容 

居宅介護 自宅で入浴や排せつ、食事の介護を行います。 

重度訪問介護 
重度の肢体不自由者で、常に介護を必要とする人に、自宅における介護、外出時の移動支

援を行います。 

同行援護 視覚障害によって移動に困難がある人の外出支援を行います。 

行動援護 
知的障害や精神障害により常に介護が必要とする人が行動する際に、危険を回避するため

に必要な支援を行います。 

重度障害者等包括支援 介護の必要性がとても高い人に、居宅介護等の複数のサービスを包括的に行います。 

生活介護 
常に介護を必要とする人に、施設において入浴、排せつ、食事の介護を行うとともに、創作

的活動又は生産活動の機会を提供します。 

自立訓練 

（機能訓練・生活訓練） 

自立した日常生活又は社会生活ができるよう、一定期間、身体機能又は生活能力の向上の

ために必要な訓練を行います。 

就労移行支援 
一般企業への就労を希望する人に生産活動、職場体験等の活動機会の提供、その他就労

に必要な知識及び能力の向上のための訓練等の支援を行います。 

就労継続支援（Ａ型・B 型） 
一般企業への就労が困難な人に、働く場を提供するとともに、知識及び能力の向上のため

に必要な訓練を行います。 

療養介護 
医療と常時介護を必要とする人に、医療機関で機能訓練、療養上の管理、看護、介護及び

日常生活上の世話を行います。 

短期入所 短期間、夜間も含めて施設で入浴、排せつ、食事の介護を行います。 

共同生活介護 共同生活を行う住居で、入浴、排せつ、食事の介護等を行います。 

共同生活援助 共同生活を行う住居で、相談や日常生活上の援助を行います。 

施設入所支援 施設に入所する人に、入浴、排せつ、食事の介護を行います。 

計画相談支援 
障害福祉サービスを利用する場合に、ケアマネジメント、モニタリングにより、サービスの調

整を行い、サービス利用計画を作成する支援を行います。 

地域移行支援 
施設入所や精神科病院に入院している障がい者に対し、退院、退所後に地域で生活できる

よう相談等の支援を行うサービスです。 

地域定着支援 
入所施設や精神科病院から退所、退院し地域で生活している障がい者に対し、常時の連絡

体制を確保し、相談等の支援を行います。 

相談支援事業 
障がい児（者）及び家族等に対し、相談に応じながら情報提供、その他福祉サービスの利用

相談支援等を行います。 

コミュニケーション支援事業 
聴覚等の障がいのため、意思疎通を図ることに支障がある人に、手話通訳者の派遣を行い

ます。 

日常生活用具給付事業 在宅の障がい者に対して、日常生活用具を給付します。 

移動支援事業 外出に困難がある障がい者及び障がい児について外出のための支援を行います。 

地域活動支援センター事業 創作的な活動や生産活動、社会交流促進など障がい者の地域活動の支援を行います。 

日中一時支援事業 障がい者及び障がい児を一時的に預かり、家族の負担軽減を行います。 
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５、取組みの体制  

   

古賀市では、「障害者福祉プラン・こが」の基本方針に沿って障がい者施策を推進

していきます。 

  障がい者施策を円滑に推進するため、障害者地域支援ネットワーク協議会（自立

支援協議会）を設置し、困難事例への対応方法などの協議、障害福祉サービス事業

所等の関係機関によるネットワークの構築等に向けた協議等を行っています。 

  障害福祉サービスの見込量を確保していくために、障害福祉サービス事業所等の

関係機関と十分に連携し、必要に応じ情報提供や協議行い、サービスの質の向上に

努めていきます。 

  障害者地域支援ネットワーク協議会を中心に関係機関等との連携を一層強化して

いくことで、障がいがあっても、地域で生きがいを持って暮らせるよう、安全で安

心して生活できる環境を築いていきます。 
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